
各年度の決算に基づく健全化判断比率等について
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●早期健全化基準
　健全化判断比率４指標のいずれかが上記の基準以上となった場合、早期健全化団体として
自主的に財政の健全化を図るため、次のことを実施

　・財政健全化計画を策定し、議会の議決を経て公表
　・策定した計画を総務大臣、県知事へ報告
　・毎年度、計画の実施状況を議会へ報告し公表
　・個別外部監査契約に基づく監査

●財政再生基準
　健全化判断比率３指標のいずれかが上記の基準以上となった場合、財政再生団体として
国の関与を受けながら財政の再生を図るため、次のことを実施

　・財政再生計画を策定し、議会の議決を経て公表
　・計画について総務大臣と協議し同意を求めることができる
　・同意がない場合には、災害復旧事業など一部の地方債を除き、地方債の発行は不可
　・毎年度、計画の実施状況を議会へ報告し公表
　・個別外部監査契約に基づく監査

●経営健全化基準
　資金不足比率が上記の基準以上となった場合、経営の健全化を図るため次のことを実施

　・経営健全化計画を策定し、議会の議決を経て公表
　・策定した計画を総務大臣、県知事へ報告
　・毎年度、計画の実施状況を議会へ報告し公表
　・個別外部監査契約に基づく監査
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